様式第1号（第4条関係）
現況調査報告書

　　年　　月　　日
沖縄市長　様
建築物の所有者　住所
氏名　　　　　　　　　　　
調査者　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

法第22条第1項の規定により認定申請を行う建築物の現況調査の結果を報告します。なお、この報告書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

１　基本事項
	建築物の名称
	

	建築物の所在地
	沖縄市

	確認済証
	交付番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	検査済証
	交付番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	増改築等の履歴
	

	調査者
	（　　級）建築士（　　　）登録第　　　　号

	
	（　　級）建築士事務所（　　　）知事登録第　　　　号

	
	事務所名称
	

	
	氏名
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


２　調査結果
	耐震関係規定
（法第5条第3項第1号）
	□　適合　　□　不適合　　□　既存不適格

	
	不適合（既存不適格）の内容
	

	国土交通大臣が定める基準
（法第22条第2項）
	□　適合　　□　不適合　　□　既存不適格

	
	不適合（既存不適格）の内容
	

	耐震改修工事を実施した場合の改修計画と施工内容
	□　耐震改修計画のとおり施工されており、耐震関係規定に適合することを確認した。
法第17条に基づく耐震改修計画の認定　□有　□無

	増改築等の内容
	□　違法な増改築等が実施されていないことを確認した。

	既存部分の劣化状況
	□　著しい劣化状況は見られないことを確認した。

	建築基準法第12条第1項
	□　報告済み（　　　　　年　　月　　日）　□　未報告
□　報告予定（　　　　　年　　月　　日）　□　対象外

	特記事項


（注）1　検査済証交付後の増改築等がある場合は、当該増改築等の内容を示す図書又は書面を添付してください。
2　調査者は、申請に係る建築物を新築することとした場合において、建築士法（昭和25年法律第202号）第3条から第3条の3までの規定により当該建築物を設計することができることとされている同法第2条第2項に規定する一級建築士、同条第３項に規定する二級建築士又は同条第4項に規定する木造建築士である必要があります。
[bookmark: _GoBack]3　建築基準法第12条第1項に基づく報告が報告済みの場合は、直近の報告日を記入してください。
